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（直近 10年の障害者施策の主な歩み） 

年 障害者施策の主な歩み 

平成 24年 

（2012) 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者

虐待防止法）」施行 

平成 25年 

（2013) 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」施行 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

（障害者優先調達法）」施行 

「障害者基本計画（第３次）」閣議決定 

平成 26年 

（2014) 
「障害者権利条約」の国会承認、発効 

平成 27年 

（2015) 

「難病の患者に対する医療等に関する法律」施行 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」閣議決定 

SDGs（持続可能な開発目標）の採択 

平成 28年 

（2016) 

｢障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行 

｢障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」一部施行（障

害者に対する差別の禁止、合理的配慮の提供義務） 

｢成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行 

平成 29年 

（2017) 

｢住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改

正する法律」成立 

｢障害者基本計画（第４次）」閣議決定 

平成 30年 

（2018) 

｢障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」施行 

｢ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関す

る法律」施行 

平成 31年 

令和元年 

（2019) 

｢視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」施行 
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令和２年 

（2020) 

「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律」施行  

｢高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する

法律」施行 

令和３年 

（2021) 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」施行 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」

成立 

令和４年 

（2022) 

「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関

する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」施行 

｢障害者基本計画（第５次）」閣議決定 

 

 

第 2章 基本事項 

1. 計画の目的 

本計画は、障害のある人の自立と社会参加を促進すること等を目的として、

次の計画を一体のものとして策定します。 
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第 3章 佐倉市の現状と課題 

１．障害福祉アンケート調査の概要 

障害者の心身の状況、生活の状況やサービスの利用意向等を把握する目的

で「令和４年度障害福祉に関するアンケート調査」を実施しました。 

（調査概要） 

① 調査対象者と調査方法 

（調査対象者） 

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持者 

（調査方法） 抽出調査（層出抽出法による） 

 各障害者手帳の所持者を母数とし、１８歳未満と１８歳以上に区分し
無作為で抽出 

 調査対象者数  2，500人  
              （内訳：18歳未満：300人18歳以上：2,200人） 

② 調査期日  令和 5年 2月 7日（火）～2月 28日（火） 

 

③ 調査方法  対象者へ調査票を郵送 

（回答方法）郵送又はWebによる回答 

④ 回答数    回答総数 1,147（45.9％） 

うち郵送 1,013（88.3％）                     

Web134（11.7％） 

有効回答 1,112（44.5％）、無効回答 35（※集計不可） 

 （回答内訳）                         

 人数（※） 構成比 調査対象 有効回答数 回答率 

身体障害 5,035 63％ 1,575 692 43.9% 

知的障害 1,121 14％ 351 208 59.3% 

精神障害 1,835 23％ 574 212 36.9% 

合 計 7,991 100% 2,500 1,112 44.5% 

  （※）令和３年度末現在 
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２．障害福祉アンケート調査結果からみる主な課題 

（１）障害理解に関する課題 

①差別や偏見、疎外感 

（障害別） 

 

（年齢別） 
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よく感じる ときどき感じる ほとんど感じた事はない まったく感じた事はない 無回答

差別や偏見、疎外感を感じることがあるか（n=1,112）

18歳以下 18～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答
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②障害（者）に対する理解の促進（差別等をどの程度感じるか別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「差別等をよく感じる」、「差別等をときどき感じる」と回答した方の合計が

41.4%となっています。年齢別にみると、年齢層が上がるにつれて、差別等

を感じる割合が少なくなる傾向があります。 

② 3年前と比べて「進んでいると感じた事はほとんどない」、「進んでいない」

との回答が全体の 37.8％となっています。 

 

  

差別等をよく感じる 差別等をときどき感じる 差別等をほとんど感じた事はない 差別等をまったく感じた事はない 無回答 

３７．８% 
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第 4章 第 7次佐倉市障害者計画 

1. 第 6次佐倉市障害者計画の総括 

第 6次佐倉市障害者計画における主な施策の実施状況、課題は次の表のと

おりであり、今後の施策の方向性を整理します。 

基本目標 1： 

「障害に対する理解を促進し、一人ひとりが自分らしく暮らせる地域づくり」 

主な施策の実施状況 

 令和 3年度から障害者週間の啓発事業として、「みんなで知ろう！パラス

ポーツ！」を開催し、パラスポーツの体験等を通じて、障害理解の促進を図

りました。 

 障害者差別解消法1の改正について、事業者への周知を図りました。 

課題の整理 

 約 40％の障害者が、差別や偏見、疎外感を感じています。（障害福祉ア

ンケートより） 

 約 40％の障害者が、3年前と比べて障害理解が進んだと感じていませ

ん。（障害福祉アンケートより） 

 近年、障害者虐待の件数が増加しています。 

 

（今後の方向性） 

 障害（者）への理解の促進や障害者差別の禁止については、計画

に記載する全ての施策を効果的に進めるための基礎的事項であ

り、継続的な取組が必要です。 

 障害を理由とする差別の解消に向けた取組は、障害者差別解消支

援地域協議会2により引き続き推進します。 

 
1 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」の略称 

2 障害者差別解消法に基づき市が設置する協議会で、障害者差別の解消に係る事例共有、

関係機関の連携推進、差別の解消に資する効果的な取組等の検討を行う 
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2. 基本理念・施策の体系 

本市における現状と課題、これまでの施策の実施を踏まえ、基本理念を掲げ、

その実現に向けて、全ての市民に対する障害理解の促進を図るとともに、障害

のある人が自立した日常生活や社会生活を送るための支援に係る取組を推進

します。 
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3. 施策の内容 

3分野における施策の実施は、様々な行政機関や関係機関等と連携をしな

がら進めていきます。 

 

（１）障害理解の促進 

①心のバリアフリーの推進 

心のバリアフリーとは、様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、お

互いに理解を深めようとコミュニケーションを取り、支え合うことです。 

特に知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害など、外見か

らは分かりにくい障害についての理解の促進を図ります。 

また、視覚障害者誘導用ブロック3、身体障害者補助犬4、障害者用駐車ス

ペース等の周知や障害に関係するマークについても普及啓発を行い、障害の

理解につなげます。 

 

 主な事業内容 関係機関等 

１ 
障害者週間などを活用し、障害理解を深

めるイベント等を実施します。 

障害者総合支援協議会 

障害者団体 

２ 
市ホームぺージにて、障害福祉サービス

や障害についての周知を図ります。 
障害福祉サービス事業者 

 
3 視覚障害者が足裏の触感覚で認識できるよう、突起を表面につけたもので、視覚障害者

を安全に誘導するために地面や床面に敷設されているブロック（プレート）のこと。いわ

ゆる「点字ブロック」のこと 

4 盲導犬、介助犬及び聴導犬 
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３ 

市民（特に小中学校）や関係機関向け

に、障害のある当事者を講師とする講演

会や研修（障害理解教育）を実施する等

により、障害への理解を深めます。 

自治人権推進課 

教育委員会 

障害者団体 

社会福祉協議会 

 

 

「心のバリアフリー」を実践するためのポイント5 

（1）障害のある人への社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという

「障害の社会モデル6」を理解すること。 

（2）障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合

理的配慮の不提供）を行わないよう徹底すること。 

（3）自分とは異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を

養い、全ての人が抱える困難や痛みを想像し共感する力を培うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部「ユニバーサルデザ

イン 2020 行動計画」より引用 

6 障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、心身の機能の障害のみに起因す

るものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものとする考え

方（障害者権利条約より引用） 
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②権利擁護の推進 

市民・事業者に対し、障害者差別解消法や障害者虐待防止法7等について

周知を図り、特に意思決定が難しい障害者の権利擁護を進めます。 

 主な事業内容 関係機関等 

１ 

障害のある人への差別解消と合理的配慮

の提供について、市民や事業者への周知

や情報提供を行います。 

障害者差別解消支援地

域協議会 

２ 

障害を理由とする不当な差別的取扱い等

に関する相談支援を実施し、差別の解消に

努めます。 

広域専門指導員（県）8 

障害者差別解消支援地

域協議会 

３ 
成年後見制度の適切な利用を促進し、権

利擁護と意思決定支援を実施します。 

成年後見支援センター 

障害者総合支援協議会 

４ 

障害者虐待の通報義務の周知や、障害福

祉サービス事業所の虐待防止の取組を支

援し、虐待の防止及び早期発見に努めま

す。 

障害者総合支援協議会

障害福祉サービス事業

者 

 

 

 

 

 
7 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」の略称 

8 「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」により、障害者の差別

に関する個別相談に対応する千葉県が設置する専門相談員のこと 
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（参考）日常生活自立支援事業について 

 

軽度の認知症や障害等により、福祉サービスの利用や日常的な金銭管

理について支援を受けたい方が、社会福祉協議会と契約を締結して利用す

るサービス（有料） 

【主なサービス内容】 

 福祉サービスの利用援助 

（福祉サービスに関する情報提供、助言など） 

 財産管理サービス（預貯金の出し入れ、公共料金の支払いなど） 

 財産保全サービス（実印や契約書類のお預かりなど） 

日常生活自立支援事業を利用するためには、契約内容を理解し、利用す

る意思が必要となります。 

利用後に判断能力が著しく低下した場合は、成年後見制度を利用するな

ど、本人の状況に応じて、両制度を適切に利用することにより、本人の権利

擁護を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 


